
2023年度 二大重点方針 中長期目標振り返り

MISSION
（任務）

持続的な成長を実現し、
「100年続く企業」へ

中期経営計画「Direct Marketing Solution 2025」の概要

価値創造の戦略

MANAGEMENT PLAN
スクロールグループでは、「100年続く企業」に向け、持続的な成長を実現する企業体への転換を推進し、継続

的な企業価値向上を目指してまいります。

　2023年度より始まる中期経営計画「Direct Marketing Solution2025」では、DMSを強化していくこと

により、持続的な成長を実現するDMC複合通販経営の推進を行ってまいります。

　DMSの強化によって、ソリューション事業セグメントの成長を加速させ、利益面において通販事業に依存しない

ポートフォリオの形成を行ってまいります。また同時にさまざまな社会的要請に対し、ステークホルダーと協働で、

打ち立てた目標達成に向け取組みを推進するため、2023年度の中期経営計画は「事業ポートフォリオの最適化に

よる成長戦略の推進」、「実効性のあるResponsibility経営の推進」の２つを重点方針としております。

通販事業の既存ビジネスは堅
調に利益を創出し、ソリューション
事業は売上・利益ともに成長した
ものの、eコマース・ＨＢＴ事業は
市場環境の悪化等に伴い収益が
悪化。

　依然として通販事業の既存ビ
ジネスへの依存度が高い状態で
あり、DMC複合通販企業の変容
と進化は道半ばとなる。

Direct Marketing　　   Solution 20252022年度 VISION・MISSION

VISION
（展望）

人、社会、地球に、
グッドライフカンパニー

であること。

DMC複合通販企業として、
多様かつユニークで、
変化を恐れない事業体で

あり続ける

●ソリューション事業の成長加速
●通販事業のさらなる深化と進化
●eコマース事業は
　オペレーション優位から顧客の創造へ

事業ポートフォリオの最適化による
成長戦略の推進

成長基盤の強化

1

●環境配慮、脱炭素社会への取組み
●タスク・ダイバーシティ経営の推進（人的資本の最大化）
●コーポレートガバナンスコードへの対応

実効性のある
Responsibility経営の推進

「語る」のではなく「やる」

2

DMSの強化によるDMC複合通販経営の推進

環境・社会目標達成に向けた取組みの推進

81,018
6,191
4,170
13.4%

2022年度

売上高（百万円）
経常利益（百万円）
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円）
自己資本利益率（ROE）

95,000
8,000
5,400
13.9%

2025年度

経済的価値

社会的価値

スコープ2の
CO2排出量

50％削減
※2020年度対比

カタログ等に
おける
紙の使用量

25％削減
※2021年度対比 ※連結・スクロール単体

ともに

2030年度までに

2030年度までに

※2021年度対比
65％削減プラスチック

素材の使用量

30％女性管理職
比率

2030年度までに

2025年度までに

56%
通販

6%
eコマース

12%
ソリューション

1%
eコマース

経常利益
2025年度

8,000百万円
経常利益
2022年度

6,191百万円
（実績）

87%
通販

35%
ソリューション
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当社グループの資本コストや資本収益性につきましては、

2020年度のコロナ禍における巣ごもり需要と、主に通販事業に

おいて推進してまいりました原価率の改善、販促費の効率化等

の事業構造改革の効果により資本コストを上回る資本収益性が

達成できており、その後も高い水準で推移しております。

その結果、PBR（株価純資産倍率）は１倍を回復する水準には

なったものの、株式市場からの評価は依然低い状態であると認

識しております。

　これは、近年の業績がコロナ特需によって恩恵を受けた通販

事業による一過性のものであり、「将来の成長性（継続性）を期待

させるだけの次の収益の柱（事業）が育っていない」との株式市

場の評価によるものであると分析しています。

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

■ 現状分析

当社グループでは、中長期的な投資とリスクに備え、財務健全性を維持しながら資本コストを上

回る資本収益性を維持するために、ROE（自己資本当期純利益率）、ROIC（投下資本利益率）を重

要な管理指標として導入し、自律的な企業価値の最大化と持続的成長を図っています。

　グループ全体の運転資金や成長投資等の必要資金については、主として営業キャッシュ・フローを

財源としていますが、必要に応じて有利子負債を効果的に活用し資本効率の向上を図っています。

　また、グループガバナンスの強化と資金効率の向上を目的に、キャッシュ・マネジメント・システムを

導入し、グループ一体での資金調達と資金管理を実施しています。

グループオフィサー CFO

山下 政彦

財務戦略の基本方針

企業価値の最大化と
持続的成長

ROE経営、ROIC経営、
キャッシュ・マネジメント・システム

＋

　当社グループが標榜する「DMC複合通販企業戦略」は、

「シナジーを発揮するためのグループ形成」と「成長に向け

た計画的・持続的な投資を実現する事業ポートフォリオ経

営」であり、変化が激しいマーケットのなかでも、新たな事業

の創出・育成を可能とするものです。

　すでに基幹事業である通販事業の収益基盤は確固たるも

のとなり、筋肉質な事業構造は完成の域に達していますが、

当社グループの継続的な成長を実現すべく通販事業一本足

経営からの脱却に向け、ダイレクトマーケティングで培ったノ

ウハウや機能を他の通販事業者へ提供するソリューション

事業を、次の収益の柱にするべく進化させていきます。

　「次の収益の柱となる」ソリューション事業では、すでに物

流代行から決済代行やマーケティングといった通販に必要

な機能を360度全方位で保持し、ワンストップで提供してい

ますが、さらにグループの経営資源を集中させサービスを充

実し、足し算ではなく掛け算のストック型ビジネスモデルとし

てグループの中心的存在となっていきます。

　通販事業では、既存モデルからの収益最大化と並行し

て、生協マーケットでのインフラを活用したニーズの深掘り

からコト消費へと提供価値を進化させていきます。

　eコマース事業では、すでに各ECモールのトップクラスの

店舗を運営している事業会社の集まりであり、トップ店舗と

してのノウハウや先進性により、新しいビジネスモデルの確

立や既存事業の収益最大化を進めていきます。

　その他の事業におきましては、グループの持続的成長に

欠かせない次のグループセグメントを支える事業となるよう

育成してまいります。

　事業の見極めや投資評価についてはROICをKPIとした

事業性評価・投資評価を進めていますが、前述のとおり、多

様な事業、ステージを擁するためROICの絶対水準で評価す

るだけではなく、ROICの推移から改善率を相対評価するこ

とにより、グループ全体の資本収益性を注視しながら事業の

見極めを進めてまいります。

当社グループは、ROE重視の経営を推進し、直接的な利益

還元と中長期的な株主価値の最大化を目指しております。

　配当につきましては、株主資本配当率（DOE）４％を下限

とし、連結配当性向４０％を目処として実施することを基本

目標としております。

　また、内部留保につきましては、企業価値最大化を目的と

した成長投資と安定的利益配分を実施したうえで、さらに長

期にわたり留保された余剰資金については機動的に自己株

式の買入れなどを行い、株主の皆さまに還元してまいります。

今後の財務戦略

株主還元に関する基本方針

株主資本配当率（DOE）による視点 連結配当性向４０％の堅持

ポートフォリオ経営

DMC複合通販企業戦略 DMSCに込めた決意

シナジー発揮
通販の会社から

ソリューションの会社へ
通販事業一本足
経営からの脱却

　2023年度から始まる中期経営計画においては、「ダイレクト

マーケティングソリューションカンパニー（DMSC）への転換」を

方針とし、次の収益の柱を「ソリューション事業」と明確に定めま

した。「事業ポートフォリオの最適化による成長戦略の推進」にお

いては、ソリューション事業へ経営資源を重点的に配分すること

により、投資による成長戦略の実現に取り組んでまいります。

また、サステナビリティへの取組みでは「実効性のあるRespon-

sibility経営の推進」をメインテーマに、長期的な視点にたった人的

資本経営の強化を図ります。加えて、それらの進捗を分かりやすく

開示することで、株式市場からの評価を高めてまいります。

■ 改善（取組み）の方針

■ 資本コスト／資本収益性／株式評価

主な経営指標等 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

自社の資本コスト

自社の資本収益性

自社の株式評価

資本コスト（%）

自己資本利益率（%）

投下資本利益率（%）

期末株価（円）

時価総額（億円）

株価収益率（倍）

株価純資産倍率（倍）

WACC

ROE

ROIC

PER

PBR

5.6

3.0

4.6

375

130

20.3

0.61

5.3

3.3

5.8

289

100

14.1

0.47

8.6

21.6

15.2

1,087

379

7.3

1.42

8.4

19.7

13.6

833

290

5.2

0.97

5.0

13.4

11.3

808

283

6.8

0.88

財務戦略

価値創造の戦略

FINANCIAL STRATATATATATEGY
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　グループ各社はサービス内容やビジネスモデルが異なって

いるため、情報システムは各事業への適応を優先した方針と

しています。各社の方針を推進しつつ、グループポリシーを反

映した安心・安全なシステム基盤として進化させていきます。

具体的には、成長の前提となる安定した情報システムサービス

の実現に向けて、監視・運用プロセスの強化を図っていきます。

現在の情報システム環境はさまざまなクラウドサービスを組

み合わせて運用しており、急激に複雑化しています。これら

を統合的に管理する機能を整備することで、ローコストで

ありながら高品質な情報システム監視を実現し、さまざまな

トラブルを未然に防ぐ仕組みを作り上げます。

また、グループ各社のシステムやデータの連携性が強ま

る状況において、ネットワークの重要性は今まで以上に高まっ

ています。現在、データ通信量の増加に伴い、回線容量の増加

とコスト抑制を目的とした基幹ネットワークの刷新プロジェク

トを推進しており、2023年度には完了する予定です。

　一方で、データ活用の場面を広げつつ、同時にダイレクト

マーケティングを基軸とした企業グループに相応しい強固な

情報セキュリティ対策を実施していきます。外部の専門的な

パートナー企業の協力を得ながら、日進月歩で変わりゆく情

報セキュリティリスクに計画的に対応していきます。

　変化の激しい環境で事業を成長させるために、情報システ

ムは２つの進化に取り組んでいきます。

　1つ目は、環境変化を早期に発見する力としてデータを最

大限活用していきます。従来から取り組んでいる経営情報の

一元管理だけでなく、サービスや業務の現場で蓄積されてい

るさまざまなデータの分析力を強化し、変化を先読みできる

知恵の源泉に変えていく仕組みを作り上げます。

　2つ目は、あらゆるデータを蓄積するために事業のデジタ

ル化を一層進めていきます。従来、システム化が不十分で人

に頼っている業務領域についても、新たなテクノロジーを積

極的に活用することで、デジタル領域を拡大していきます。

既存のシステム化領域においても、事業変化に迅速に対応

できる俊敏性を追求していくために、段階的に最適化を進め

やすい構成に変えていきます。

　スクロールグループは、複数の事業セグメントで構成されており、ダイレクト

マーケティングを基軸とした複合通販経営の進化に取り組んでいます。

　事業の成長を加速させるために、情報システムに経営方針を反映し、ビジネス

基盤として大きく進化させていく必要があります。そのために、以下の3つの進化

を基本方針として取り組み、事業変革への対応力を向上させていきます。

グループオフィサー
CIO

木村 典宏

システム戦略の基本方針

事業成長を支える変化に強いシステムへの進化1

グループ経営を支える安心・安全なシステム基盤への進化2

事業成長を支える
変化に強い

システムへの進化

1

グループ経営を支える
安心・安全な

システム基盤への進化

2

システム担当から
デジタル人材への進化

3

デジタル領域の
拡大

データ分析力の
強化

ダイレクトマーケティングを基軸とした複合通販経営

ソリューション
事業

通販
事業

ｅコマース
事業

HBT
事業

グループ管轄
事業

データの
蓄積

システム進化

企画段階から協調し、一体で事業を推進企画段階から協調し、一体で事業を推進企画段階から協調し、一体で事業を推進

変化への俊敏な対応を目指して、システム担当人材の役割

も進化させていきます。

　デジタル技術の進展に伴い、事業と情報システムは一体

で検討すべき時代になっています。通販事業やソリューショ

ン事業では、情報システムがビジネス基盤の中核に位置付

けられます。そのため、企画段階を中心に事業部門とシステ

ム部門との協調プロセスを強化していきます。

　この過程において、従来のシステム担当から各事業現場

で変革を実践する力を重視したデジタル人材に進化させて

いきます。

　また、データ分析を強化するために事業企画部門が中心

となってデータサイエンティストの人材育成を強化し、データ

ドリブン経営を支える専門人材を配置します。

システム担当からデジタル人材への進化3

システム
部門

事業
部門

システム
部門

事業
部門

要望

これからのデジタル人材これからのデジタル人材これからのデジタル人材従来のシステム担当人材

システムへの
要望を提示

要望に沿った
システムを開発・運用
要望に沿った

システムを開発・運用
要望に沿った

システムを開発・運用

基幹ネットワーク刷新
情報セキュリティ対策の強化

監視・運用の
強化

ビジネス基盤

情報システム戦略

価値創造の戦略

INFORMATION SYYYSTEMYSTEMYSTEMSTEMYSTEMYSTEMYSTEMY STRASTRASTRAASTRASTRAATATATATATTEGYGYGYGYGY
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今後も拡大が見込まれるEC・通販市場において、EC・通販事業者向け
のワンストップソリューションを提供しています。主なソリューションメ
ニューとしては、物流代行、受注代行、コールセンター等のBPOサービス
に加え昨今注目されている後払い決済サービスといったフルフィルメント
サポートを展開しています。また、デジタルマーケティングや通販システム
支援サービスを提供するなど、EC・通販事業者を360度、ワンストップで
サポートできる唯一無二の存在となっております。

業績推移と売上構成比SOLUTIONS
BUSINESS
ソリューション事業

事業戦略

首都圏エリアに物流センター
「ＳＬＣ春日部」を開設

2022年7月、アパレル物流に特化した新たな物流センターで

ある「スクロールロジスティクスセンター春日部（ＳＬＣ春日部）」を

稼働しました。本センターは、基本的な物流業務から、複雑な在庫

管理・季節変動対応・特殊な流通加工など専門性の高い業務ま

で、アパレル物流におけるすべての業務をワンストップでお任せ

いただけます。また、首都圏エリアに拠点を設けることで、配送リード

タイムの短縮やコストダウンにも大きく貢献することができます。

販促支援型コンタクトセンター
「八王子センター」稼働開始

　EC・通販事業者様の「顧客対応力」に対するニーズの高まり

を受け、2022年8月、首都圏エリア初進出となる販促支援型コン

タクトセンター「八王子センター」を稼働しました。また、同時にアウ

トバウンドによる販促支援専任チームを発足することにより、「新規

獲得」「継続購入促進」「アップセル・クロスセル対応」「顧客の生の

声をもとにしたコミュニケーション設計」など、従来のコンタクトセン

ターの枠を越えた、売上拡大につなげる販促支援サービスの提供

が可能となりました。

●成長市場への競合他社参入による競争激化
●法規則や環境対策による物流コストの増加
●技術革新等、市場環境の変化の速さ

取締役 
グループオフィサー CMO
ソリューション事業PRS

山崎 正之

2022年度の経営状況

　新規クライアント稼働の開始やアパレル物流センターの開設な

ど、物流代行サービスの業容拡大を進め、全国通販３ＰＬ戦略を

推進したほか、販促支援型コンタクトセンターの開設やＥＣ

ショップ運営代行サービスの提供など、サービスメニューを拡充

しました。また、決済代行サービスは、キャッシュレス決済対応の

拡大や事業効率向上に努めたことにより好調に推移し、マーケ

ティングサポート事業についても、アフィリエイトサービスにお

ける取扱いジャンルの拡充などにより堅調に推移しました。

事業の強み

当事業の強みは、豊富な知見とノウハ

ウに基づいた、カスタマイズ可能なソ

リューションの提供です。お客様のニー

ズに合わせて最適なシステムを構築し、

ビジネスの効率化や競争力強化に貢献し

ます。また、迅速な対応力とアフターサ

ポートも充実しており、長期的なパート

ナーシップの構築にも力を入れています。

事業環境

価値創造の戦略

　今期からソリューション事業がグループの中核事業とな
り、長い歴史の中で大きな転換の時を迎えています。悩み
を抱えるEC・通販事業者様へ「360度トータルサポート」で
最適なご提案ができる人材となり、ワンストップソリュー
ションの更なる拡大に貢献していきたいと
考えております。

スクロール３６０
営業部 営業第３ユニット 阿部 ひかる

今後の戦略

株式会社スクロール360 株式会社キャッチボール株式会社もしも 成都音和娜網絡服務有限公司
（成都インハナ）設立 1986年

フルフィルメント（物流代行）、決済、
システム、EC-BPO（EC受注業務
等の受託）、Webマーケティング
（集客・販促支援サービス）

設立 2004年
アフィリエイトサービス、
マーケティングサービス

設立 2007年
BtoC向け後払い決済サービス
「後払いドットコム」
BtoB向け後払い決済サービス
「掛払いドットコム」

設立 2004年
日本ECのためのアウトソーシング事業（受
注処理、データ作成、在庫管理)、中国EC事
業（越境販売支援、ブランディング支援など）

V oice

● EC・通販市場の成長
●テクノロジーの進化によるサービス領域の拡充など、
新たな価値創出

●ネットメディア拡大によるアフィリエイトサービス・
　マーケティング支援ニーズの拡大
●キャッシュレス決済市場の拡大
●サステナブル意識の高まりによる
　新たなソリューション機会の増加

リ
ス
ク

機
会

■業績推移 ■ 2022年度 売上構成比

SOL事業

25%

通販事業
46%

eコマース
事業

HBT事業
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売上 セグメント利益

361

826

177

725

16,423

　EC・通販市場の拡大により、クライアントニーズは今後ますます

高まっていくと見込んでおります。他社参入による競争激化も予測

されるなか、さまざまな通販ソリューション機能を有する当社グ

ループだからこそ可能な提供価値の創出を行ってまいります。また

成長ドライバーとして経営資源の集中を行い、事業の強化スピード

を加速させることで、グループの持続的成長へ寄与します。主力で

ある物流代行サービスについては、保有する物流センターの坪あ

たり限界利益の改善、再現性のある新規顧客獲得を行うことに

よって、収益力の強化を図ります。また決済代行サービスやマーケ

ティングサポートサービスにおいては、サービス・営業力の強化を

行うことで、事業の成長を加速します。

DMSの核となる事業として、
各種ソリューションサービスの拡充と
物流代行サービスの強化を行い、
成長を加速させる

・受注処理／メール対応
・データ／画像作成
・在庫管理／市場調査

フ
ル
フ
ィ
ル
メ
ン
ト
サ
ポ
ー
ト

・戦略立案サポート
・広告運用サポート
・CRM運用サポート

・ASP型EC一元管理システム
・マルチチャネル通販向け
  基幹チャネル

最適なご提案ができる人材となり、ワンストップソリュー
ションの更なる拡大に貢献していきたいと

阿部 ひかる
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売上 セグメント利益

当事業は、（株）スクロールが主体となり、主に生協宅配事業の組合
員様向けに通信販売（カタログ・一部インターネット）を展開しています。
販売対象の全国の生協組合員様は約800万世帯で、これが当事業の
基盤になっています。主な販売商品は衣料品、服飾雑貨で、全国の組合
員様に毎週（年52週）カタログを一律配布し、ご注文いただいた商品を
お届けするビジネスです。

通販事業
既存事業
・受注金額の向上
・商品供給と在庫の最適化

サステナビリティ
・プラスチック使用量の削減
・SDGs関連商品の展開数拡大
・意識向上の啓蒙活動を推進
・組合員様への付加価値向上

新規ビジネス（SVB戦略）
・ニーズに対応した商品展開

業績推移と売上構成比MAIL-ORDER
BUSINESS
通販事業

事業戦略

●サプライチェーンでのコストアップ
　（原材料・輸送・為替・用紙）
●人口減少による衣料品市場規模の縮小

グループオフィサー
通販事業PRS

勝田 圭三

2022年度の経営状況

通販事業におきましては、春夏商材の売上が前年同期比で減

少したものの、その後は回復し、堅調に推移いたしました。原材料

価格が高騰するなか、販売価格の見直しや商品調達方法の最

適化・在庫適正化により、原価率の低減に努めたことに加え、効

率的なカタログ配布や固定費の削減など、事業効率の最大化に向

けた取組みを進めました。一方で、新たなＳＤＧｓ関連商品やサス

テナビリティサービスの展開にも積極的に取り組みました。

事業の強み

　当事業の強みは、毎週の全国800万

世帯の組合員様との接点、カタログ配

布によるPUSH型ビジネス、商品企画・

販売・フルフィルメントを含めた一連の

ビジネス展開をしている点です。全国

の生協様との独自のネットワークによる

安定した事業基盤を構築しております。

事業環境

価値創造の戦略

　当事業は、どのような環境下であっても、グループの収益を支える絶対的

なセグメントであることがミッションです。今後も、既存事業のさらなる効率化

による利益拡大とともに、新規ビジネスであるSVB（ソリューション・ベン

ダー・ビジネス）戦略を推進することにより売上拡大を図ります。既存事業に

ついては、DBマーケティングを通じて受注金額の向上を図るほか、AIシステ

ムを活用した商品供給と在庫の最適化を目指します。新規ビジネスである

SVB戦略については、それぞれの地域ごとの生協のニーズに対応した商品

展開で、新しい顧客価値の提供に注力します。また、サステナビリティの取組

みについては、包装資材のプラスチック使用量の削減、SDGs関連商品の展

開数拡大などへ取り組むとともに、サステナブル意識向上を目的とした社内

での啓蒙活動を推進し、組合員様への付加価値向上に努めてまいります。

株式会社スクロール
SVB推進部 特販ユニット長 蘇山 明誉

我々SVB推進部は、将来の利益のために、新ビ
ジネスの確立と黒字化の両立を行うことがミッショ
ンです。2025年の売上高50億円、またその先の目
標に向かって、まずは2023年度、1本目の成功モデ
ルを構築できるようチーム一丸となっ
て取り組みます。

今後の戦略

V oice

●ヘルスケアニーズの拡大
● サステナビリティ意識の高まり
●テクノロジーの進化

既存事業のさらなる効率化と
新たなビジネスチャレンジにより、
利益の確保と
将来への種まきの両立を図る

リ
ス
ク

機
会

■業績推移 ■ 2022年度 売上構成比

株式会社スクロール
設立 1943年
カタログ・インターネット通販

設立 2006年

詩克楽商貿（上海）
有限公司

SDGsカタログ 
「つづくみらい」を創刊 

　生協組合員様に、「できることから少しずつ、楽しくSDGsを取り入れ

ること」を提案するため、SDGsカタログ「つづくみらい」を創刊しました。

コンセプトは、ファッションを通じて「ちょっといいことをしている」と感じて

いただける体験の提供です。スクロールでは、環境配慮、日本技術の継

承、社会貢献に関する商品をSDGs関連商品とし、2025年度までにそ

の構成比を50％以上（アパレル商材）にすることを目標としております。 

また、2020年度より、お客様とともに行う社会貢献活動の一つとして、

カタログに掲載している商品の売上の一部を活用し、社会貢献活動団体

への寄付を実施しております。2023年度からは、これらの寄付活動を

「つづくみらい募金」と名付け、寄付活動を拡充させてまいります。寄付

先団体については、当社ホームページをご確認ください。
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蘇山 明誉

標に向かって、まずは2023年度、1本目の成功モデ
ルを構築できるようチーム一丸となっ

32スクロールグループ 統合報告書 202331 スクロールグループ 統合報告書 2023

パ
ー
パ
ス
ス
ト
ー
リ
ー

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

価
値
創
造
の
戦
略

価
値
創
造
の
基
盤

会
社
概
要



00

セグメント利益売上

アウトドアイベントに参加し、オリジナルブランド
「Hilander（ハイランダー）」の商品を出展

フェムケア情報発信サイト
「F.path（エフパス）」を開設

　ナチュラムのオリジナルブランド「Hilander（ハイランダー）」

は、2023年4月より各地で再開したプロデュースイベントに参加

し、新作・人気商品を展示しております。あるイベントでは、スポー

ツ観戦者がスタジアム外で飲食をするためのテーブルと椅子や、

テント空間を体験できるブースを設置し、ご好評いただきました。

今後も、実際にお客様に商品を体験していただく機会を増やし、

新規顧客の開拓やブランドイメージの向上に取り組んでいき

ます。

　スクロールR＆Dは、オンラインショップ「きれいみつけた」内に、

フェムケアに関するコラムサイト「F.path（エフパス）」を開設しま

した。「F.path」は、「現代女性のお悩みに対して、一緒に勉強しながら

快適な毎日を提案していく」をテーマに、フェムケアビギナーに

寄り添いながら、おすすめ商品やセルフケアに関する情報を発信

しています。また、年齢や生活環境などバックグラウンドの異なる

女性スタッフが女性のお悩みにまつわるさまざまな商品を実際に

使い、率直な意見をレビューしています。

（株）AXES、（株）スクロールR&D、（株）ナチュラム、（株）ミヨシの4社で
構成されており、海外ブランドバッグやブランドコスメ、インテリア・雑貨
商品、美容関連商品、アウトドア（フィッシング・キャンプ）用品、防災用品な
どの商材を取り扱っております。 拡大を続けるECマーケットにおいて、
商品カテゴリーごとに専門特化したショッピングサイトを通じてインター
ネット販売を行っております。

業績推移と売上構成比E-COMMERCE
BUSINESS
eコマース事業

事業戦略

●商品調達コストおよび配送コストの増加
● DtoCなど、さまざまな企業のEC市場への
参入による競争激化

取締役副社長
グループオフィサーCSO
eコマース事業PRS

佐藤 浩明

2022年度の経営状況

　ｅコマース事業においては、アウトドア・キャンプ商材におい

て業種・業態を越えた競争が激化していることを受け、販売状況

に鑑み、不稼働在庫の評価損を計上したほか、ブランドバッグ等

の需要が回復していないことの影響を大きく受けました。一方、

オリジナル商品の開発や商品販売戦略の再構築などに努めて

まいりました。

事業の強み

　専門特化した商材で日本有数のトッ

プクラスEC店舗を運営していることが

当事業の強みです。また、販売から決

済、出荷等を自社グループ内で行うこと

で一貫したサービスを提供し、購買率

やリピート率の向上を実現しています。

事業環境

価値創造の戦略

今後の戦略

● EC・通販市場のさらなる拡大
●テクノロジーの進化による新たな顧客接点創出
●リユース市場等、循環型社会のニーズ拡大

リ
ス
ク

機
会

■業績推移 ■ 2022年度 売上構成比

オリジナル商品の開発や
最適な商品調達ルート開拓による
収益力強化と、
事業シナジーを活用した
収益構造の転換を推進する

株式会社AXES 株式会社スクロールR&D株式会社ナチュラム 株式会社ミヨシ
設立 2000年
運営サイト ナチュラム

設立 2013年
運営サイト きれいみつけた、
Romantic Princess、生活雑貨

設立 2012年
運営サイト ブランドショップAXES、
Cosme Land

設立 1994年
防災用備蓄品、非常用保存食、
防災資機材の企画・販売
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original
original original

ｅコマース
事業

ソリューション
事業

　EC市場の業種・業態を越えた

競争はますます激化をみせてお

り、価格競争や品揃えの重複と

いった影響が発生しております。

そのような状況を鑑み、ｅコマー

ス事業セグメントは、収益構造の

変化に取り組んでまいります。

具体的な施策として、オリジナル

商品の展開を強化するとともに、

原価低減をはかるため海外調達

を拡大し、収益力の向上につなげ

てまいります。また、ソリューショ

ン事業と協働し、ＢＰＯサービスを

拡大するなど、当社グループなら

ではのシナジーを活かしてまいり

ます。

直貿生産の拡大オリジナル商品の強化

事業シナジーを拡大

V oice

　Hilander（ハイランダー）は取り扱いアイテム数20
万点以上のナチュラムが手掛けるブランドなので、市
場のニーズやトレンドが掴みやすく、すぐに反映できる
ことが強みです。今後は元来得意とするファミリー層に
ターゲットを絞り込み、縦売り戦略でのブランド拡大を
狙っていきます。

ナチュラム
ブランド推進部
Hilanderユニット長 植村 圭介

ＢＰＯサービス
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HBT
BUSINESS
HBT事業

事業戦略

価値創造の戦略

GROUP JURISDICTION
BUSINESS
グループ管轄事業

事業戦略

価値創造の戦略

　グループ総本社として、経営資源や重要資産、また人的資本の

適正配分・有効活用を推進してまいります。またこれまでのノウ

ハウをもって今後の技術革新や、温室効果ガス削減・資源の活

用等を行うことで、時代が求める最適な物流機能や環境を構築

してまいります。DMSCを標榜する当社グループにとって、物流は

今後の戦略 グループを支える基盤として資産の最適化を図り、
グループ総本社機能として持続的成長に向けた取組みを推進する

グループ経営の要となります。物流拠点を単なるコストセンターと

して位置付けるのではなく、運営における収益改善や、他事業との

「一体化」によって利益に結び付くよう、最適化を図ってまいります。

海外現地法人では、グループ全体のSCM強化およびグループの

新たな成長戦略実現に向けた支援を強化してまいります。

　当事業では、グループ総本社機能として、グループ全体に関わる物流施設や
オフィス等の重要資産管理と有効活用をはじめ、グループ経営管理の集中と標準
化・効率化を目指し、管理部門の強化を図っております。また、DMC複合通販企業
戦略の根本的な基盤である、（株）スクロールロジスティクスによる物流センター
運営を本社のある浜松市を起点に関東・関西にも拡大し、通販事業やソリュー
ション事業の成長を支えております。さらに海外現地法人のSCRO L L  
VIETNAM CO.,LTD.においては、ビジネスのグローバル展開を視野に入れ、
通販事業やeコマース事業のサプライチェーン管理やソリューション事業における
新規ビジネスの構築を進めております。

株式会社スクロールロジスティクス 設立 2019年

SCROLL VIETNAM 
CO.,LTD. 

設立 2016年 通販商品の保管・管理・梱包・出荷事業

　ＨＢＴ事業においては、化粧品・健康食品ビジネスにおいて、新たな商材における販売促進活動を

強化いたしました。また、旅行ビジネスにおいては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が一巡し、

政府による全国旅行支援が開始されたことにより、回復の兆しをみせております。なお、2022年３月

に化粧品子会社２社の保有株式を売却したことに伴い、売上高が減少しています。

2022年度の経営状況

　お客様や時代が求める付加価値の高い

化粧品・健康食品などの販売や旅行（コ

ト）サービスの販売を通じて、お客様の心

と体の「美と健康」づくり、「アクティブラ

イフ」をサポートしています。

事業の強み

　高齢化社会・人生100年時代において、化粧品・健康食品・

旅行ビジネスは市場の拡大が予測されます。当社グループにお

ける育成事業として、新たなM&Aの機会を狙いながらも、引き

続き収益化に向けた事業ポートフォリオの確立を行ってまいり

ます。化粧品・健康食品ビジネスについては、商品開発や顧客基盤

今後の戦略 早期に成長軌道に乗せられるよう事業モデルを確立し、
グループ収益を支える事業への変革を目指す

構築などに対する投資について、KPIを通じた方向性の見極めを

行い、収益モデルの構築を行います。旅行ビジネスについては、

国内旅行の需要増に対しコンテンツの強化を行うとともに、イン

バウンド需要の獲得や他事業とのシナジーによって新たな提供

価値を創出する役割を果たしてまいります。

　人生100年時代を迎え、今後も消費者ニーズの拡大が想定される、「美と健康」、

「コト消費」マーケットに対し、自社オリジナルの化粧品・健康食品や旅行企画を

インターネットを中心に販売しております。「美と健康」については、自然派を背

景とした使用感の良いオリジナルの化粧品ブランドや健康食品を取り揃え、「コト

消費」については、主に国内旅行の企画・販売・運営を行っております。

株式会社キナリ 北海道アンソロポロジー株式会社
設立 1996年
主要ブランド ミラクルクイーン
（ローヤルゼリー）、豊富温泉スキンケア

株式会社トラベックスツアーズ
設立 2002年
日帰りバスツアー、スキーツアーなどの
旅行企画および催行

設立 2001年
主要ブランド 草花木果

業績推移と売上構成比

■業績推移

　グループ管轄事業においては、自社保有物流施設等の不動産賃貸、当社グループの物流オペ

レーション及び海外子会社の管理を行っています。物流オペレーションにおいては、東海・関西・

関東エリアにおけるセンター運営の強化を進め、安定的な運営体制の構築に努めました。

2022年度の経営状況

　これまで長年培ってきた物流センター

の業務ノウハウは、グループにとって重要

かつ貴重な財産となっています。このノウ

ハウを生かし、ソリューション事業におけ

る物流クライアントへのコスト改善を提案

できる通販物流に特化した現場力を実現

しています。

事業の強み業績推移と売上構成比

■業績推移■ 2022年度 売上構成比
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■ 2022年度 売上構成比
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※2022年度よりセグメント区分を一部変更し、「HBT事業」としております。過去の業績につきましては数値を組み替えております。

取締役 
グループオフィサー CAO 
グループ管轄事業PRS

杉本 泰宣

取締役 
グループオフィサー CMO
HBT事業PRS

山崎 正之
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